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※本事業は、平成 30 年 10 月より、箕面市からの受託で箕面市社会福祉協議会が運営しています。 



 

 

 

はじめに 

 

 

この冊子は、箕面市社会福祉協議会が平成 30年 10月より箕面市から受託している「ご近所の

つながり・支え合い活動推進事業（※R8.3月までの名称：「顔の見える総合相談・支援事業」）の

概要と、これまでの歩みから導き出した今後の方向性をまとめたものです。 

 

現代の福祉課題は、8050問題、ひきこもり、ヤングケアラーなど、複数の問題が絡み合い複雑

化しています。こうした課題は、公的な制度や既存のサービスだけでは捉えきれず、支援の隙間

に取り残されてしまうケースが少なくありません。この状況を打開するために不可欠なのが、公

的な制度やサービスに基づく支援と、地域住民による見守りや支え合い活動によるサポートなど

が一体となった「地域を基盤とした相談支援」です。制度の届かない生活の細部に目を向け、柔

軟に寄り添う住民の力が組み合わさることで、初めて一人ひとりの暮らしを包括的に支えること

が可能になります。 

 

しかし、地域住民による支え合いの基盤は一朝一夕に築けるものではありません。地縁が希薄

化した現代において、自然発生的な助け合いに期待するだけでは、深刻な事態を未然に防ぐこと

は困難です。そこで重要になるのが、本事業による働きかけであり、 「地域の土壌」そのものを耕

し続けることです。地域づくりを担当する職員が、住民を主体とした活動を後押しし、人々が関

わり合えること。この「つながりをつくり、育む」ということこそが、社会福祉協議会に課せら

れた独自の使命であり、制度の枠を超えて誰もが安心して暮らし続けられるセーフティネットと

なるのです。 

 

地域には自治会、地域団体、事業所など、さまざまな立場の団体が存在します。それぞれが持

つ役割は異なりますが、地域をより良くしたいという思いは共通しています。自治会には住民同

士のつながり、地域団体には活動を通じて得た経験、事業所には地域の暮らしを支える視点があ

ります。とりわけ地区福祉会 （ １）や民生委員・児童委員 （ ２）は、高齢者の見守りや子育ての

相談、地域のつながりを深める活動など、地域福祉の中心的な役割を担っており、本事業が始ま

って以降もさまざまな取り組みを実践してきました。こうした皆さまの力が重なり合うことで、

地域全体の支え合いがより確かなものになっていきます。 

 

社会福祉協議会は、皆さまと協働体制を築き、「誰もが互いに支えあい、安心して暮らせるつな

がりのあるまちづくり」を目指して歩みを進めてまいります。 

 

 

令和８年４月 

 

社会福祉法人 箕面市社会福祉協議会 

 

 

 

 

 １.地区福祉会 … 箕面市社会福祉協議会の基本的構成組織として、身近な暮らしの範囲「小学校区」を単位 

に組織された任意団体。地域で誰もが安心して生活できるよう、地区の特徴に応じた方法や 

形で、住民同士の見守りや支え合い活動などを行っている。 

 

 ２.民生委員・児童委員 … 厚生労働大臣から委嘱された地域の身近な相談相手。必要に応じて行政や各機関 

につなぐパイプ役を担う。箕面市では 166 名が活動（令和 7年 4 月時点）。 
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令和７年度、さらなる事業推進を図るため、箕面市（以下、「市」）と箕面市社会福祉協議会

(以下、「市社協」）が合同事務局となり、地区福祉会と民生委員・児童委員のメンバーとともに

「事業検証会」を開催しました。本検証会では、事業の変遷や取り組み事例を確認しながら事

業全体を振り返り、今後の方向性について総括しました。その内容を本冊子に掲載しています。 

なお、事業検証会から本冊子の作成にあたり、神戸学院大学 総合リハビリテーション学部の

川本 健太郎准教授に協力・監修いただき、川本准教授のアドバイスも掲載しております。 

 

【協力・本冊子の監修】 

川本 健太郎 氏 

神戸学院大学 総合リハビリテーション学部 准教授 

・「地域福祉」と「社会起業」をテーマに研究 

・令和３年度から、箕面市地域福祉活動計画の策定及び進捗管理に 

 おいて、地域福祉活動推進委員会委員長（学識経験者）として携わっている  
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（１）社会背景 
 

現在、日本全体で人口減少と少子高齢化という大きな波が押し寄せています。家族の形も変わ

り、一人暮らしの高齢者や、共働きで忙しく過ごす子育て世帯が増えました。こうした変化の中

では、生活の中のちょっとした困りごとを誰かに相談したり、助け合ったりする機会が減り、問

題が深刻化しやすい状況に陥ります。このような「社会的孤立」の状況に対応するためには、行

政を中心とした的確な対応策の構築とともに、問題が深刻化する前に身近な地域で早期に発見

し、問題を未然に防ぐという予防的な視点も含めて支える仕組みが求められています。 

 

 

 

こうした状況を受け平成 29 年、国は新しい社会のあり方として「地域共生社会」という方針

を打ち出しました。これは、子どもから高齢者、障害のある方など、すべての人が「支える側」

と「支えられる側」という壁をなくし、丸ごと地域でつながり合おうという考え方です。制度や

分野の垣根を超え、一人ひとりが役割を持ち、自分らしく暮らせる社会の実現が目指されます。 

 

本事業は平成 30 年、「地域共生社会の実現」に向けた取り組み（市委託事業）として生まれ、

「地域福祉の推進」を目的に市社協が受託することで開始しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「地域共生社会」と「地域福祉」 

「地域共生社会」は地域が目指す理想の姿です。「地域福祉」は、その実現に向けた具

体的な取り組みを指します。これは国が掲げたから進めるものではなく、地域住民一人ひ

とりの主体的な参加が大切です。住民を中心に、行政、ＮＰＯ団体、企業などが協力しな

がら、誰もが安心して暮らせる地域づくりを進めていきます。 

 

 

 地域福祉の目標「誰もが最期まで自立した生活をしていける地域づくり」 

地域福祉でいう「自立」とは、「一人で何でもできること」ではありません。自立と

は、さまざまな人や支援に頼ることができる関係を持ち、そのつながりの中で自分らしく

生活していくことです。そのためには、困ったときに安心して頼ることができる人や支え

合いの関係が、地域の中に広がっていることが大切です。 

 

１． 事業が生まれた背景と目指す 「地域の姿」 

 

老老介護、8050 問題、生活困窮、ひきこもり、不登校、ヤングケアラー、虐待、DV など 

住民が抱える課題は社会問題に 
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（２）「ご近所のつながり・支え合い活動推進事業」が目指すもの 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず、異変に気づくのは行政や福祉専門職ではなく、隣人や商店主など同じ地域で暮らす住民

です。挨拶やごみ出しの様子といった日常の小さな変化を「気づきのサイン」としてとらえる住

民の視点が重要です。また、課題の解決には公的な制度・サービスだけでなく、近隣住民による

助け合い・支え合いを組み合わせます。制度では対応しきれない電球交換やごみ出しといった細

やかな手助けは、住民同士だからこそできる柔軟なサポートであり、暮らしやすさにつながりま

す。 

そして、課題解決後も本人が孤立しないよう、サロンなどの居場所や地域活動を通じ、その人

が必要とされる「役割」を持つことが大切です。 

 

そのような地域を目指していくため、本事業では地域づくり（地域支援）を担う専門職「地域

福祉コーディネーター（以下「コーディネーター」）を配置します。 

 

 

 

 

 

 

本事業は平成 30 年に「顔の見える総合相談・支援事業」として生まれました。しかし、「『顔

の見える』という表現は文脈によって意味合いが異なるため分かりにくい」といったこともあ

り、住民や関係者の間で定着しませんでした。そこで、令和 7年度に開催した事業検証会におい

て、「住民にもわかりやすく、事業内容をイメージできる」ことを目的に名称を変更しました。 

 

令和７年度まで            令和８年度から 

「顔の見える総合相談・支援事業」 ⇒ 「ご近所のつながり・支え合い活動推進事業」 

                         ①       ②   

①「ご近所のつながり」を推進 

⇒住民の「ちょっと気になる」といった気づきは突然生まれるものではなく、ご近所同士の

日頃のつながりの中から生まれます。 

 

②「支え合い活動」を推進 

⇒課題を抱えた住民が早期に発見され、地域の中でその人らしく安心して暮らしていく 

には、その基盤となる支え合い活動（見守り、居場所など）が必要です。 

 

 また、職員の呼称についても、以前から地区福祉会関係者を中心に「市社協の地区担当職員」

を使ってきましたが、「地域福祉を推進する」役割を表現するために「地域福祉コーディネータ

ー」に統一することにしました。 

 

 

 

 

課題を抱えながらも孤立している住民を、同じ地域で暮らす住民の気づきを生かして早期に

発見し、福祉専門職による必要な支援につなげ、地域住民のつながりの中で、その人が自分ら

しく過ごせる居場所と役割を見つけて暮らしていける地域 

事業を推進することで目指す地域の姿 

 

「事業名称」の変更と「職員の名称」の確立 事業検証の結果 
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 コラム ： 地域福祉コーディネーターの配置によって目指す 

       これからの地域の姿 （イメージ図） 

 

コーディネーターは、「高齢者くらしサポート（ ３）」や「生活相談窓口（ ４）」といった相

談支援（個別支援）を担う福祉専門職と定期的な情報共有を行うことにより、お互いの支援を補

完し合いながら、地域づくり（地域支援）を進めていきます。ここでは、それぞれの専門職の視

点と両者が連携する必要性、それにより、どういった地域を目指していくのかを見ていきます。 

 

 

 

 

福祉専門職は、「個別支援」「地域支援」のいずれかに軸足を置いて仕事をしています。まずは

それぞれの専門職の視点について見ていきましょう。 

 

●個別支援の専門職（高齢者くらしサポート、生活相談窓口の職員等）⇒ 一人の困りごとの解決 

支援が必要な本人に対して、福祉、介護、保健医療、住まい、就労、教育などの課題を整理

し、制度やサービスの提供を中心に専門的な支援を行います。 

 

●地域支援の専門職（地域福祉コーディネーター）⇒ 地域の支え合う力を高める 

地域全体に対して、住民同士のつながりの場づくりや、その中で得た住民の気づきをもとに、

地域の課題解決に向けて話し合う場をつくる支援を行います。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３.高齢者くらしサポート … 高齢者の生活に関する相談窓口として市内５か所に設置されている「地域包括 

支援センター」の箕面市での愛称。 

 ４.生活相談窓口 … 市社協が市から受託して運営しており、仕事や家計管理などの経済的な相談や、ひきこ

もりに関する相談ができる窓口。 

連携のない支援 

A さん 

個別支援 

支援が必要な人に対して

専門的なサービスを提供 

１．「個別支援」「地域支援」、それぞれの視点 

２．「個別支援」「地域支援」、それぞれの課題 ～連携のない支援～ 
 

ヘルパー 

高齢者くらし 
サポート 

市 
民生委員・児童委員 子ども食堂 

サロン・食事会 

コミュニティカフェ 

地域福祉 

コーディネーター 自治会活動 

地域支援 

地域のつながりづくり・支え合いのための取り組み

を支援（本当に必要とする人につながっていない） 
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●個別支援の課題 ・・・ プロの介入だけでは、本人の「暮らし」は支えきれない 

 

・訪問看護やヘルパーなどのプロが関われるのは、1日のうちのわずかな時間です。残りの多く

の時間を支えるのは、近所の人の「今日は電気がついているな」「新聞が溜まっていないな」

という見守りです。地域活動者（コミュニティカフェ（ ５）の主催者や自治会など）とつな

がることで、「切れ目のない安心」を本人の周りに作ることができます。 

 

・介護サービスを受けるだけでは、本人は「支援を受ける側」という立場に固定されがちです。

個別支援の専門職が地域活動者と連携し、地域の行事に誘ってもらうことで、「一人の住民と

しての居場所」を取り戻すことができます。 

 

 

●地域支援の課題 ・・・ 住民の共感と協力を得る「具体性」の力 

 

・「地域を良くしましょう」という抽象的な呼びかけでは、目標が大きすぎて「誰かがやるだろ

う」と他人事になりがちです。しかし、「Ａさんが最近、買い物が大変で困っている」と聞け

ば、「それなら自分がついでに買ってきてあげられるな」と、自分にできる具体的な行動がイ

メージできます。この共感こそが、住民が最初の一歩を踏み出す力になります。 

 

・社会的に孤立した人のために居場所づくりを進めても、本当に支援が必要な人にはなかなかつ

ながりません。また、長年活動を続けるうちに活動を継続すること自体が目的となり、「誰の

ためにやっているのか」がわからなくなってしまうこともあります。困りごとを抱えた人ほど

活気ある居場所には「自分は不相応」と疎外感を抱きがちです。そのような心理的ハードルを

越えるには、参加につながるための何らかの働きかけが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ５.コミュニティカフェ … 地域のボランティアが運営する、誰でも気軽に立ち寄れる住民同士の交流の場。 

                  概ね 100 円の参加費でコーヒーを飲みながらゆっくり過ごせ、開催時間内は出入 

                           り自由。 

 

３．「個別支援」「地域支援」の連携により目指す地域共生社会 

 

連携のある支援 

A さん 

サービスだけでなく地域のネット

ワークも視野に入れた支援 

ヘルパー 
高齢者くらし 

サポート 

市 

＜連携＞ 

サロン・食事会 

子ども食堂 

コミュニティカフェ 

地域福祉 

コーディネーター 

自治会活動 

地域の取り組みに A さんが

つながるような支援 

民生委員・児童委員 
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・個別支援の専門職は、制度やサービスだけでは解決が難しい課題を、地域の誰にどのように働

きかければよいか、地域支援の専門職と検討します。制度の隙間を埋める柔軟な地域コミュニ

ティにつなぐことで、課題解決だけでなく、本人の強みを活かせる地域の居場所も探ります。 

 

・地域支援の専門職は、個別支援の専門職が把握している住民の困りごとを具体的に共有して地

域住民に呼びかけるとともに、今ある活動が本当に困っている一人ひとりに届くにはどうした

らよいのか、個別支援の専門職や地域住民と検討します。 

 

 

 

 

  このように、一人の困りごとの解決に加えて、地域全体の支え合う力を高める支援を積み重

ねることで、地域共生社会の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

困りごとを抱えた人が孤立することなく地域で暮らしていくためには、図のような地域住民

による日々の関わりが重要です。コーディネーターと個別支援の専門職の連携により、住民が

困りごとを身近なこととして受け止め、共に支え合っていける地域づくりを進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

目指す地域の姿 

サロン・食事会 

子ども食堂 

コミュニティカフェ 

自治会活動 

高齢者くらし 

サポート 

市 

ヘルパー 

隣人 

住民 B さん 

見守り 

・支え合い 

見守り 

食事づくりボランティア 

介護 
サービス 参加 

商店 

ボランティア・NPO団体 

A さん 

A さんの体調で気になる様子があ

ったら、専門職に伝えよう 

孤立解消に向け、自治会で 

声かけ運動をします 

地域共生社会 虚弱な人でも参加できるプロ

グラムを考えよう 

A さんは料理上手で 

子どもたちも大喜び 

学校 

医療・福祉施設 

地域福祉コーディネーター 

民生委員・児童委員 

【図】Ａさんは、地域住民や地域活動とつながることで、「できないこと」は支えられ、また「できるこ

と」で誰かを支えながら、自分らしく生活しています。このように、さまざまな人々がつながること

で支え合いの循環が生まれ、地域が育まれていきます。 

情報共有

見守り 
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本事業では、コーディネーターが担当する地域に出向き、事業全体の推進を行います。 

 

（１） 事業の出発点は 「住民の気づき」 

本事業は、地域住民が日々の暮らしの中で感じる「ご近所でのちょっとした心配」や「あった

らいいよね」といった住民の声「気づき」を出発点とします。コーディネーターは、住民のその

「気づき」を「福祉的な視点」でとらえ直し、必要な支援を行っていきます。  

  

（→７ページ：コーディネーターによる住民の「気づき」からの展開例） 

 
 

（２） 事業実施の基本単位は 「小学校区」 

日常生活で「地域」を考えるとき、思い浮かぶのは、隣近所から市全域までさまざまですが、

本事業での基本単位は、多くの地域団体の活動単位となる「小学校区」とします。 

また、生活上の困りごとや気づきをいち早くキャッチするため、住民の身近な生活基盤である

「隣近所・自治会等」でのつながりづくりや見守りの強化にも取り組みます。 

 

ご近所での生活上の困りごとは、隣近所・自治会での住民のつながりや支え合いの中で解消で

きることも多いですが、解決が難しい内容については、小学校区での話し合いの場、さらに難し

い課題は、行政や福祉専門職も入り、市全域で施策化を含めて検討していきます。 

 

 

 

【解決困難な生活上の困りごとにおける検討の流れ】 

 

 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 事業概要 

市全域 

14 の小学校区 

全 14 小学校区で７人のコーディネーター（１人

２校区）と、スーパーバイザーを配置します。 

小学校区 

隣近所・ 

自治会等 
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Ⅰ 近隣住民による生活上の異変への「気づき」から相談支援へ 

気づき 「隣の家の庭が、ごみであふれている」 

福祉的な視点での 

捉え直し 

「ごみを片づけて解決」ではなく、その要因（認知症の進行、心身の疾患

等）に目を向ける。背景には「孤立・孤独」がある場合も多い。 

コーディネーター

の動き 

生活相談窓口などの個別支援の専門職と連携し、福祉サービスの利用調整

等の支援を行うとともに、孤立状態であれば、これを機に近隣住民とつな

がれるよう調整し、地域の中で安心して暮らしていける支援をする。 

 

 

Ⅱ コミュニティ活動（自治会活動、居場所づくり活動など）での「気づき」から新たな取り組 

みの検討へ 

気づき 
自治会の会合の参加者から、「災害のときに慌てないよう、地域で訓練を

しておきたい」といった声が聞かれる。 

福祉的な視点での 

捉え直し 

訓練に参加できる元気な方だけでなく、高齢や障害により参加したくて

も参加できない自力避難が難しい住民もいる。 

コーディネーターの

動き 

上記のような住民の存在を伝え、当事者が参加できる形の避難訓練を提

案する。訓練をきっかけに、地域にさまざまな住民がいることを知り、

日頃からの声のかけ合いや、助け合いの輪を広げていく。 

 

 

Ⅲ 個別支援の専門職の「気づき」を住民と共有し、地域の社会資源開発（ ６）へ 

気づき 
高齢者くらしサポートから、「一人暮らしの高齢者が増えている団地があ

るが、皆出かける先がなく閉じこもりがちで体力低下が心配」と聞く。 

福祉的な視点での 

捉え直し 

単身世帯の多い団地は、若い世代でも孤立している人が多いと考えられ

る。高齢者に限らず、コミュニティカフェのような誰もが気軽に集える

場があるといい。 

コーディネーターの

動き 

ささえあい推進会議（→11 ページ）などの場で、地域の課題として関係

者で情報を共有する。集会所がないエリアであれば、商店の店舗や企業

の協力が得られないかなど、地域のさまざまな方々との協働を目指す。 

 

 
 ６.社会資源 … 地域住民の生活を支えるために活用できる、制度・サービス・施設・人材・地域のつながり 

                 などの総称。医療機関、福祉サービス、教育機関、行政機関、ＮＰＯ・ボランティア団体、 

地域住民による支援活動などが含まれる。 

 

コーディネーターによる住民の「気づき」からの展開例 
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（３） 事業の推進役は「地域福祉コーディネーター」 
 

コーディネーターは、担当する小学校区において、地域住民・団体との関係づくりを進め、そ

のつながりの中から、困りごとや課題の早期発見に努めます（下図❶）。また、課題の解決にあ

たっては、住民同士のネットワークづくりや、新たな支え合い活動の立ち上げに向けた支援を行

います（下図❷）。 

併せて、困りごとを抱えた人の個別支援をする専門職との連携も欠かせません。一人の困りご

とに対し、公的な制度・サービスに加え、地域での支え合いを組み合わせた支援を行う「コミュ

ニティソーシャルワーク」（→29 ページ）を重ねていくことで、目指す地域の姿の実現に向けた

コーディネートを展開していきます。 
 

 

【コーディネーターの動きの全体像】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❶ 地域住民・団体との関係づくり・住民の「気づき（相談）」の受け止め 

  主な取り組み  １）ささえあいステーション（まちかど福祉相談）の開設 …  9 ページ 

          ２）地域訪問                     … 10 ページ 

❷ 地域におけるネットワークづくり・新たな支え合い活動づくり 

  主な取り組み  ３）ささえあい推進会議の開催             … 11 ページ 

 

地域住民・団体による 

「つながり・見守り・支え合い」 
地域福祉コーディネーター 

（地域支援の専門職） 

関係づくり 

気づき 
（相談） 

ネットワークづくり 

課題の共有 

新たな活動づくり 
❶ ❷ 

地域における見守り 地域における支え合い活動づくり 

地域団体 商店・事業所 

住民 

学校 
医療・福祉施設 

企業 

事業所 

地域団体 

自治会 
マンション 

ボランティア 

  ＮＰＯ団体 

自治会 
マンション 

ご近所 

高齢者支援分野 

障害者支援分野 子ども・若者支援分野 

生活困窮者支援分野 

高齢者くらし 

サポート 

生活相談窓口 

個別支援の専門職による 

「相談支援・サービスの提供」 
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１年前に転入してきてから月１回ほど来ています。一人

暮らしで何かと不安でしたが、ここで顔見知りができ、

近所の情報をいろいろ教えてもらっています。困った時

にコーディネーターに相談できるのも心強いです。 

 

（４） 事業の主な取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

ささえあいステーション（以下「ステーション」）は、住民にとって身近な場所であり、住民

同士が気軽に交流することによって、機能が発揮されます。 

 

 

 

① 身近なエリア（隣近所・自治会等のエリア）での開催                

高齢者が歩いて行ける範囲が目安です。校区に１か所で 

   はなく、週ごとに別の場所で開設することで、より多くの 

住民が立ち寄ることができます。 

 

② 人が集まる仕掛けづくり                  

コーディネーター１人が常駐し、住民からの相談を待つ 

スタイルは、相談に来る人はほとんどいません。住民同士の日常会話の中から相談ごとを

含めたさまざまな声が聞けるよう、コミュニティカフェを併設するなど、人が自然と集ま

る仕掛けづくりが必要です。 

 

 

● ささえあいステーションは「現代版の井戸端会議」 

 

かつては共同井戸に人が集まり、自然な助け合いが生まれていました。人と人とのつながりが

希薄化した現代において、昔のようなご近所での助け合いをつくり出すには、意図的に「会話す

る場」をつくる必要があり、ステーションは「井戸を作る」取り組みだと思います。

また、困りごとが複雑化（8050 問題、ひきこもりなど）した現代において、住民同士

では介入しにくいことをコーディネーターが受け止め、適切な支援につなぐことがで

きるステーションは、まさに「現代版 井戸端会議」と呼べるでしょう。 

 

 

コミュニティセンター等で開設する、コーディネーター常駐の「地域で

住民同士がつながる拠点」です。各小学校区で週１回、半日開催していま

す。住民は自由に交流し、コーディネーターは、その中で住民からの声

（気づき）や相談を受け止め、地域の課題や困りごとを抱えた住民の早期

発見につなげます。 

ささえあいステーション（まちかど福祉相談）とは 

 

１） ささえあいステーション（まちかど福祉相談）の開設 

ささえあいステーション機能発揮のための２つのポイント 

住 民 
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 コーディネーターの重要な役割の一つは、地域にある多様な社会資源（公的サービスだけでな

く、住民の支え合い活動や生活に関する情報も含む）を把握し、関係を築いておくことです。 

事業推進において関係の深い団体を毎年度訪問するほか、住民からの声(気づき)や相談から、

地域での支え合い活動へとつなげるため、新たな関係構築に向けた訪問も適宜行います。 

 

 

毎年度訪問する団体 
自治会、マンション管理組合、地域団体、小・中学校、 

よりそい隊（ ７）  

コーディネートしていく中で 

訪問する団体（例） 

商店、企業、幼稚園・保育園、高等学校、大学、ボランティア 

・ＮＰＯ団体、寺社・教会、福祉施設・事業所 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ７.よりそい隊 … 仕事を通しての住民の見守りに賛同する市内の事業所に「よりそい隊」に登録してもら

い、住民の異変に気づいた際に市社協に連絡いただくシステム。令和 7年 4 月時点で 292

事業所が登録。見守りの他にも、事業所と市社協や地域団体が連携した地域福祉活動も広

がっている。 

 

          ＜「よりそい隊」登録事業所の業種＞ 

          金融機関/郵便局/コンビニエンスストア/スーパーマーケット/商店/飲食店/不動産業/ 

配達・宅配業/診療所/薬局 等   

 

「よりそい隊」の事業所の店

頭には、住民や事業所の方に

見守り・支え合い活動を知っ

てもらうための「見守り情報

ラック」を設置しており、地

域の活動情報や相談窓口のチ

ラシを設置して情報発信を行

っています。 

地域で活動する自治会などの地域団体や事業所（店舗）をコーディネーターが訪問し、

それぞれの活動状況や感じている課題、「今後こんな取り組みをしたい」などの話を聞

き、情報収集や他の団体とのつながりづくりを進めていきます。 

地域訪問とは 

とで目指す地域の姿 

 

２） 地域訪問 
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＜プログラム（例）＞ 

・自治会から悩みや活動の共有 

・地域団体からの活動紹介 

・福祉専門職からの情報提供 

・生活する上の困りごとなど、 

自由に情報共有、意見交流 

 近所に生活に困っている様子で気になっ

ていた人がいましたが、会議で知り合った

民生委員・児童委員と訪問し、福祉専門職

の支援につないでもらいました。他にも、

自分が住む地域に多くの地域活動があると

知れたことは収穫でした。自治会員にも伝

えていきたいと思います。 

 自分の自治会だけでは難しいことでも、近隣自治会や地域団体が

力を合わせれば一緒に解決の道を検討できます。私のエリアでは、

ここでの出会いをきっかけに、近隣自治会と共に防災訓練を実施し

ました。 

 

 

     

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 小地域ささえあい会議 

 

主な参加者 開催 

自治会、マンション管理組合、地区福祉会、 

民生委員・児童委員、福祉専門職 等 
随時 

 

隣近所・自治会等のエリアで開催し、日常生活における話題 

を出し合います。高齢者くらしサポートや生活相談窓口 

といった福祉専門職も参加し、専門職から見た地域の現状も 

共有しながら、より安心して暮らしていける地域を目指して 

話し合います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自治会館等で実施。話しやすい雰囲気

づくりを大切にしています。 

初参加の 

自治会役員 

元自治会長 

 

 

地域団体同士が顔を合わせ、地域の支え合い活動

の状況やコーディネーターが収集した地域住民の

「気づき」や「相談」を共有し、つながりづくりや

支え合い活動を進める場です。 

ささえあい推進会議とは 

３） ささえあい推進会議の開催 
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＜プログラム（例）＞ 

・当年度の校区の取り組み紹介 

・コーディネーターからの情報提供 

校区の人口統計のデータ、 

地域活動の状況集約 等 

・福祉専門職から見た校区の現状 

・グループに分かれての意見交換   

 地域団体の持つ情報や問題意識をこの会

議を通じて合わせることができ、校区の一

体感が生まれます。もっと地域内のいろい

ろな方が遠慮なく参加するといいと思いま

す。会長だけでなく、役員さんや会員さん

も。団体の垣根を越えて話し合い、一緒に

より良い地域をつくっていきたいです。 

 

 

【ささえあい推進会議の種類】 

 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★各会議で継続的な話し合いが必要な場合は、適宜「テーマ別会議」を開催します。 

 

② 校区別ささえあい推進会議 

 

主な参加者 開催 

地域団体、自治会、企業・事業所、ボランティア・

ＮＰＯ団体、学校、保育所、福祉専門職 等 
年１回 

 

 年１回、校区で活動する地域団体やボランティア団体、 

校区内に事業所がある「よりそい隊」等が顔を合わせ、校区 

の現状や課題（小地域ささえあい会議であがった課題含む）、 

地域活動の状況を共有し、課題解決に向けて意見を出し合い 

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考：校区別ささえあい推進会議 参加実績団体＞ 

地区福祉会、民生委員・児童委員、コミュニティセンター管理運営委員会、老人クラブ、保護司会、 

更生保護女性会、青少年を守る会、青少年指導員、ＰＴＡ、こども会、地区防災委員会、防犯委員会、 

消防団、自治会、マンション管理組合、ボランティア・ＮＰＯ団体、当事者団体、よりそい隊登録事業所、 

一声訪問員、ふれあいホームサービス協力会員、福祉事業所、社会福祉法人、学校、保育所、幼稚園、 

市議会議員、公共施設、高齢者くらしサポート  

 

 

地区福祉会

の役員 

自治会役員 

コミュニティセンターや生涯学習セン

ターの大会議室等で開催。参加者が 

50 人を越える校区も。 

市全域 

・近隣住民同士の顔の見える関係づくり 

・日常の困りごと（ニーズ）をつかむ 

・隣近所での見守りや支え合いの実践 

・小学校区単位での地域活動者のつながりづくり 

・校区の現状や課題の共有、解決に向けた話し合い 

 

・校区で解決できない課題の解決に向けた検討 

   (生活支援ネットワーク協議会) 

seui 
②校区別ささえあい推進会議 

①小地域ささえあい会議 

 

小学校区 

隣近所・ 

自治会等 
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コラム ： 今までの地域福祉活動では足りないの？ 

～本事業と地区福祉会や民生委員・児童委員活動の協働～ 

 
市社協ではこれまで、地区福祉会の活動支援や民生委員・児童委員との連携を通し

て地域福祉を進めてきました。高齢者の見守りやサロン活動、子育て支援、地域イベ

ントの開催など、地域のつながりを育む取り組みは、住民同士の関係づくりにおいて

大きな役割を果たしてきました。  

 

しかし、地域コミュニティの機能低下と住民ニーズの複雑・多様化が同時進行する

昨今では、地区福祉会等の一部の地域団体だけで孤軍奮闘する体制では、立ち行かな

くなっています。今後はこうした状況を踏まえ、活動のあり方に変化が求められてい

ます。 

 

【対象者の枠を超えた活動の必要性】 

単身の若者や中高年のひきこもりなど、あらゆる世代が課題を抱える現代では、

「高齢者」「子育て世代」といった対象を限定した活動ではつながれない住民も増え

ています。 

 

【地域全体での支え合い体制づくり】 

活動の担い手不足が深刻化する中、より地域全体で支え合う体制を築くためには、

身近な生活基盤である自治会との連携やさまざまな地域団体、ボランティア・ＮＰＯ

団体、事業所との協働が必要になっています。 

 

【行政や福祉専門職との連携】 

虐待や精神疾患など専門的な知識や継続的な関わりが求められることも多く、住民 

だけで対応するには限界があり、行政や福祉専門職との連携強化が必要になっていま

す。  

 

 

本事業は、全く新しい枠組みを以て地域の支え合い活動を進めるものではありませ

ん。これまで築いてきた地区福祉会や民生委員・児童委員を中心とした地域福祉の活動

を土台としながら、「現代の地域活動に求められる課題（ニーズ）の可視化」「自治会を

はじめ地域の多様な主体とのつながりづくり」「地域と福祉専門職の橋渡し」など、現代

の地域活動の課題を打開し、より広く柔軟な支援の仕組みを築くことを目的としていま

す。 
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 ＜近年、広がりを見せている地区福祉会活動＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コミュニティカフェ        子ども食堂          認知症カフェ 

 

 

 

 

 

 

 ＜多様な団体・事業所が展開する地域活動＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

【自治会 × 学校】    【自治会 × ボランティア団体】     【地域団体 × 寺社】 

落ち葉掃除ボランティア活動   多世代が集う防災イベント   住民の自主的な避難所の開設 

（東小校区）                （西南小校区）                 （北小校区） 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

世代を問わない誰でも参加可

能な居場所。開催時間内は自

由に出入りできるため、気軽

に立ち寄ることができます。 

子どもを中心とした地域での

多世代交流と見守りの場。食

事づくりや遊び相手など、幅

広い世代が活躍しています。 

認知症をテーマとした居場

所。地域団体と福祉専門職が

協働してつくる、安心して話

ができ、認知症についての学

びも得られる場です。 

住民の高齢化で落ち葉清掃が困難

になっていた自治会と、地域での

ボランティア活動を検討していた

箕面東高校がつながったことで、

地域課題が解決。活動を通して高

校生と地元住民の交流も深まりま

した。 

ハザードエリアに住む高齢者

の避難所までの距離が遠いと

いう課題に対し、自治会を含

む地域団体が集まって話し合

い、近くにある西江寺を住民

の自主避難所にすることを決

めました。 

「コロナが落ち着いたタイミン

グで住民同士が互いを知り意思

疎通できる機会をつくりたい」

という自治会役員の課題意識か

ら、「防災」を切り口にイベント

を開催。子どもの居場所づくり

を行うボランティア団体が、自

治会におけるつながりづくりを

後押ししました。 
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ここからは、実際に市内で取り組んだ事例をご紹介します。 

事例１～３は、本事業を出発点としてつながりが広がり、支え合い活動に発展した事例です。

事例４～７は、地域のつながりや支え合い活動があったからこそ、独居高齢者をはじめ、ひきこ

もり状態の若者、ヤングケアラー世帯といった個人や世帯の孤立解消につながった事例です。 

 

 

 

 

「ささえあいステーション」併設カフェがもたらすもの 

事例１ 
人が集まることで、新たな気づき・取り組みが生まれる！ 

～豊川南小校区「あいあいカフェ」～ 
P.17 

「校区別ささえあい推進会議」をきっかけに生まれたつながり 

事例２ 
「出会い・話し合い」から「行動」へ 

～箕面小校区ささえあい推進会議～ 
P.19 

「小地域ささえあい会議」に込めた思い 

事例３ 
小学校区では広すぎる！もっと身近で顔の見える関係を 

～萱野東小校区発「小地域ささえあい会議」～ 
P.21 

 

 

 

 

 

困りごとを抱えた個人、世帯を支える ～地域と福祉専門職の連携～ 

事例４ 
独居高齢者の暮らしを支える 

～地域住民と福祉専門職の連携～ 
P.23 

事例５ 
支援が必要でもつながり続けたい 

～福祉専門職が声をキャッチ～ 
P.25 

事例６ 
これから社会に出るために 

～人との関係性構築に向けた支援～ 
P.27 

事例７ 
難病のひとり親世帯のＤさん世帯を地域で支える 

～ひとりの困りごとからの地域づくり～ 
P.28 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 住民がつながり、活動が広がった事例 

（２） 個人や世帯を支えるために地域で連携した事例 

３．  地域でのささえあいの取り組み事例 
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■Point■ 
「地域活動者が集まる場がある」、「そこにコーディネーターがいる」この二つが合わさった効果を感じら

れる事例。コーディネーターが地域訪問で出会った人や声をステーションの場を介してつなぐことで、さ

まざまな取り組みが生まれました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

併設カフェ『あいあいカフェ』は令和３年にスタート。カフェには地区福祉会、民生委員・児童委

員等の地域活動者が集まり、コーディネーターが地域訪問の中でカフェ併設のステーションを紹介す

ることで、自治会長、中学校教員、ボランティアなど参加者に広がりが見られました。 

 

 
地域活動者が集まるステーションでの会話で、コーディネーターが持つ地域情報や課題の声を伝え

ることで、支え合い活動のアイデアが飛び交うようになり、次々と新たな取り組みが生まれました。 

■展開① 地区福祉会役員同士の会話から 

「地域の人のために何かできることはないかな」 

「子どもが多い地域だから、子ども服のおさがり 

交換はニーズがあるかも」 

「地元の人から野菜の提供をお願いできるかも！」 

子どものおさがり服交換会の開催（地区福祉会） 

【令和３年度】 

 

■展開② コーディネーターが地域訪問で聞いた声をカフェで参加者へ 

「子どもが卒業してからずっとタンスに眠っている制服がある」（自治会） 

「男子はすぐにサイズアウトする。まだ綺麗なのにもったいない」（中学校ＰＴＡ） 

「中学校入学時、制服一式を揃えるのは高額。バザーなどあれば助かるという声がある」（小学校） 

 

中学校学生服おさがり会の開催（地区福祉会・ＰＴＡ） 【令和４年度】          

               地区福祉会が他校区の地区福祉会やＰＴＡと連携し、毎年中学校の 

                               

                

 

 

 

 

 

 

 

   人が集まることで、新たな気づき・取り組みが生まれる！ 

～ 豊川南小校区「あいあいカフェ」～ 
 

チラシは自治会で回覧         おさがり会当日は大盛況！        地区福祉会、ＰＴＡで振り返り 

事例１ 

ささえあいステーション併設カフェがもたらすもの 

１．はじまり 「ささえあいステーション併設カフェの開設により･･･」 

 

２．展開   「地域の声がつながることで、具体的な取り組みに発展」 

文化祭にて開催しています。 
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夜の子ども食堂は、毎回 100人以上の申し込みが！ 

保護者と地区福祉会の連絡ツールはＬＩＮＥを活用 

■展開③ カフェを訪れたさまざまな参加者の声が合わさり、さらなる活動へ 

「共働きで忙しくて話を聴いてもらえないという子どもに出会った」 

「学童保育があるけれど、高学年になると利用しない家庭が多いみたい」 

「子ども食堂は貧困家庭への支援というより、『居場所』としてならニーズあるかも…」 

 

     子ども食堂の立ち上げ （地区福祉会・関心のあるボランティア）   【令和４年度】   

 

令和４年７月、夏休みの居場所として子ども食堂をプレオープン。「共働きが多い」という子育

て世帯のニーズを踏まえ、９月から平日夜の子ども食堂を立ち上げました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども食堂を始めたことで、小学生と地区福祉会のつながりが生ま

れ、カフェには子どもたちも来るようになりました。友だちと来る

子、一人で来て宿題をする子などさまざま。子どもの口コミで広が

り、カフェに来る小学生の数は、多い日で 50 人に上ることも。 

近所の高齢者が子どもたちのために、ふかし芋やお煎餅を焼いて持

ってきてくれることもあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カフェを始めて幅広い世代の方と触れ合うことができ、さまざま

な思いを知ることができるようになりました。その思いを形にして

いった結果、『ご近所サロン』や『子ども食堂』といった活動につなが

っていきました。 

夏休みの子ども食堂では 

参加者のたくさんの声が集まりました 

子どもにとっての「第３の居場所」 
  

このカフェは、子どもが一人でも安心して過ごせる「第 3 の居場所」となっ

ています。「第 3 の居場所」とは、学校や家庭とは違い、大人が子どもに関心

を持ち、温かく見守りながら、その子が安心して過ごせる場所のことです。 

豊川南小地区福祉会 副会長 

宮下 育己 さん 

 

３．その後  「カフェは放課後の子どもの居場所に発展」 
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■Point■ 

 新たなつながりが生まれる場である「ささえあい推進会議」。そこで障害者事業所と地域団体が出会

ったことで、地域で協働した取り組みが誕生。翌年の会議では、これまで地域で話題にあがりにくかっ

た「障害」というテーマで話し合いを行い、さらなる展開につながりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度のささえあい推進会議に「地域とのつながりを作り

たい」と障害者事業所が参加。会議での「子どもが集える居場所

が必要」との意見を受け、障害者事業所として何かやりたいとの

意向があり、コーディネーターが呼びかけて住民有志メンバーで

話し合う場を開催しました。 

 

 

■ 展開① 障害者事業所で子ども中心の住民交流イベント「ワトワ堂」開催 【令和４年度】 
話し合いの結果、事業所内で住民協力のもと「駄菓子屋」や「昔遊び」などを楽しめるイベントを

開催しました。この取り組みは、後に地域の神社と共催するなど、年々つながりが広がっています。 

 
■ 展開② 地区福祉会と障害者事業所のコラボ              【令和５年度】 
地区福祉会の敬老事業記念品の熨斗かけや手紙の準備が大変であることを障害者事業所に相談したと

ころ、その準備を障害のある方の仕事として担ってもらうことに。 

 

■ 展開③ 「障害者福祉について考える」を開催             【令和６年度】 
校区内で障害者グループホームを運営しているＮＰＯ法人から「グループホームや入居者のことを

知ってほしい」とコーディネーターに相談があり、地区福祉会主催で研修会を開催。これまでほとん

ど知らなかった障害者グループホームについて知る機会になりました。 

 

■ 展開④ 「農園同好会」の発足                      【令和７年度】 
ＪＡ大阪北部農業協同組合から社協に「貸農園の一部を地域活動に活用してもらえないか」と相談

があり、地区福祉会やささえあい推進会議（テーマ：農園活動）で検討。 

 

令和６年度は有志で活動を始め、令和７年度からは「農園

同好会」として地区福祉会活動に位置づけることに。同好会

には障害者事業所もメンバーとして参画し、植え付けや収穫

等の農作業を通した地域交流を行っています。障害のある

方、軽度の認知症状の方、生活相談窓口が支援しているひき

こもり状態にある方も参加するようになり、多様な住民の参

加の場となっています。 

 

 

 

 

「出会い・話し合い」から「行動」へ 
～ 箕面小校区ささえあい推進会議 ～ 

 

農園では、夏は一緒に汗を流して菜園の世話をし､みんなで笑って秋の

収穫を楽しみました｡事業所利用者の方に｢◯◯さん｣と声をかけたとき

の笑顔がとても素敵でした｡ 

ささえあい推進会議をきっかけに生まれたつながり 

 

事例２ 

箕面小地区福祉会 会長 

  萱野 喜一郎 さん 

１．はじまり 「ささえあい推進会議で障害者事業所と出会う」 

ちいきささえあいステーション併設カフェの開設により･･･ 

２．展開   「  障害』が身近な存在へ」 
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コラム ： さまざまなスタイルの話し合いの場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東小地区福祉会はさまざまな地域団体で構成さ

れ、幹事会ではこれまでもテーマ（高齢者、子育て、

自治会など）ごとに話し合う時間を設けていました。

「同じような会議の開催は負担になる」との声から、

幹事会に併せてささえあい推進会議を開催すること

に。普段のメンバーに加え、コーディネーターが案内

した福祉専門職、学校、事業所等が参加するスタイ

ルで、毎回 50人以上が参加しています。 

地区福祉会の会議を拡大して開催！ 
～ 東小校区版「ささえあい推進会議」～ 

 ＜企画、当日の運営も福祉会中心＞ 

地区福祉会の定例会で推進会議

の企画やテーマを相談・決定。事前

準備や当日の役割についても分担

し、受付や司会、各グループの進行

は役員が担当。 

推進会議が始まってから校区内の皆さんとの話し合

いや意見交換ができるようになりました。当初の会議で

提案された公園での活動は、「公園で粟生（あお）～よ！」

のネーミングで、子どもと大人の遊びの中での交流とし

て続いています。また、誰もが集える居場所 

である「カフェ」も増え、課題発掘も含め 

各地域で広まっていけばと願っています。 

 

 

多様な団体が集まる会議は、校区の状況に合ったスタイルで開催する校区もあります。 

「地域団体が抱える問題の改善に向けて考え

る場を持ちたい」との声から、令和５年にスター

ト。地区福祉会、民生委員・児童委員、青少年を

守る会、コミュニティセンター管理運営委員会、

防災委員会、自治会の代表者が月 1 回集まり、

校区内の課題や住民のニーズに応えるための

具体策について話し合っています。ささえあい

推進会議で出た意見も「まちプロ」で継続して

話し合う材料になっています。 

地域団体が集まって協議する場 
～ 中小校区まちづくりプロジェクト（まちプロ） ～ 

＜まちプロから生まれた取り組み＞ 
（一部）  

・いろは食堂（子ども食堂） 

・稲つながり畑（農園活動） 

・中小学校避難所体験    など 

中小校区を安全で安心して暮らせる 

豊かで住みやすい地域にする活動を実施したり支

援したりすることを目的に、令和５年９月に立ち上

げました。目的の遂行にあたり、住民団体・民間団

体・行政などの協働を通じて、左記の事業を重点的

に行っています。 

東小地区福祉会 運営委員 

   水永 妙子 さん 

中小地区福祉会 会長 髙山 重夫 さん 
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■Point■ 
 同一校区内であっても、主な居住形態、地理的状況、土地開発の時期の違い等によりエリアごとに抱

える課題は異なります。課題が違うと具体的な話がしづらいと感じた地区福祉会会長の問題意識から、

ご近所エリアでの話し合いの必要性に気づき、小地域ささえあい会議を始めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

萱野東小校区は、南北に広い校区で自治会数は 40 弱。高齢者施設、子育て支援団体などの社会資

源も豊富なため、校区別のささえあい推進会議では多様な団体がつながれる一方、高齢世帯が多い戸

建てエリア、若い世代中心のマンションエリアなど、校区内でも生活状況が異なり、具体的な課題解

決を目指せる場にはなっていませんでした。地区福祉会会長はそれを課題に感じました。 

 

 

 

地区福祉会の会議でコーディネーターとともに話し合いを重ね、本事業と地区福祉会が共催で、概

ね「字」単位で小エリアの会議を開催してみることに。名前は「小地域ささえあい会議」とし、自治

会、民生委員・児童委員、高齢者くらしサポートやエリア内にある福祉施設等にも参加を呼びかけ、

地域情報や困りごとを出し合い意見交換。 

会議の開催に手応えを感じた地区福祉会会長。令和３年度のスタート以降も、順次開催しています。 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

自治会には地域団体の活動を知ってもらう目的もあり、欠席自治会には会議報告を送付すること

で、支え合い活動を身近に感じてもらえるような働きかけもしています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   小学校区では広すぎる！もっと身近で顔の見える関係を 

   ～ 萱野東小校区発「小地域ささえあい会議」～ 

＜これまでの実績＞ 

 エリア 人数 参加団体 

R3 

青松園・ロイヤルヒルズ 12 自治会(2)、福祉会、民生委員、白島荘、箕面の郷 

西宿３丁目 8 自治会(2)、福祉会、民生委員、高齢者くらしサポート 

外院２丁目 8 自治会(2)、福祉会、こども会、 

R4 西宿１～２丁目・船場東 13 自治会(2)、福祉会、民生委員、高齢者くらしサポート 

R5 船場東 14 
自治会(2)、マンション管理組合(2)、福祉会、民生委

員、老人クラブ、子育て支援団体 

R6 

石丸・外院 9 自治会(3)、福祉会、民生委員、高齢者くらしサポート 

西宿３丁目 9 自治会(2)、福祉会、民生委員、高齢者くらしサポート 

今宮 8 
自治会(1)、福祉会、民生委員、老人クラブ、 

高齢者くらしサポート 

船場東 4 自治会(2)、マンション管理組合(1) 

 

事例３ 

１．はじまり 「小学校区の集まりでは、身近な課題に向き合えない」 

ちいきささえあいステーション併設カフェの開設により･･･ 

２．展開   「小地域ささえあい会議がスタート」      【令和３年度】 

３．その後  「他校区でも小地域ささえあい会議の開催へ」 【令和６年度】 

校区別の会議で、各団体や福祉専門職から地域の課題が提起され、検

討してきましたが、参加者から「自分の地域の課題には遠い存在に感じ

る」との意見が出ました。それならもっと小さな地域で身近な課題を出

し、解決に向けて進めたら…との思いで、この会議を始めたところ、地域

の連帯感の醸成や顔の見える関係づくりにつながる場になりました。 

萱野東小地区福祉会 会長 

山内 照和 さん 

「小地域ささえあい会議」に込めた思い 

 

この実践を受け、本事業の取り組みの一つに位置づけ、他校区でも開催することにしました。 
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  コラム ： 「小地域ささえあい会議」から生まれた新たな活動 

 
身近なエリアでの話し合いは、地域の課題を「自分事」として考えるきっかけになります。また、

顔見知りの関係で具体的な解決策が生まれやすく、住民同士の絆や安心感を醸成します。 

 

 

 

 

 

 

 
 

小地域ささえあい会議に、高齢化が著しい築５０年のマンションの自治会長をはじめ、マンション住

民、周辺自治会、民生委員・児童委員、地区福祉会、高齢者くらしサポートが参加していました。 

  

「高齢者は元気なうちから地域で交流し、情報交換しながら今後の備えを考えることが大事」  

「身近に交流できる場があれば、いつまでも元気に楽しく暮らせる地域になるのでは」 

「放課後、一人で過ごしている子どもたちが安心して集まれる場所も必要では」 

 

このような意見に、マンションの自治会長から「マンションの集会所を活用するといい」との提

案があり、後日、住民の居場所をつくるにあたっての具体的な話し合いを行いました。 

 

 

 
マンション住民以外の方とも交流できるようにしたいと、 

自治会とマンション管理組合に許可をもらい、誰でも参加 

できるコミュニティカフェ『あったかひろば』をオープン。 

運営は、自治会をはじめ、マンションに住む地区福祉会や 

民生委員・児童委員が担っています。 

 

毎月開催する『あったかひろば』には、高齢者を中心と 

した住民が集い、認知症について学んだり、会話を楽しん 

だりしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．はじまり 「マンション集会所が活用できる！」 

２．展開  「マンション住民だけでなく、誰でも参加できる居場所を毎月開催」 

誰でも参加できる居場所ができた！ 
～ 西南小校区にあるマンションの自治会長の提案から～ 

小地域ささえあい会議は、自治会をはじめとする地域団体の皆様との連携を

深め、「チーム西南」として地区内の福祉課題や、困りごとを「他人事」にせず「我

が事として、丸ごと受けとめる」、そして「解決に向けて支え合い、次につないで

いく」、そんな「地域のつながる力」と「支え合う力」を高めるための土台づくりで

す。それはまた、参加団体・参加者同士の「支え合い・助け合いのための連携の

場」となり、１＋１＝２以上の力を生み出しています。この会議を通じ、メンバー

間での情報交換と相互連携が深まり、そこかしこで「新たな『ご近所づきあい』の

場」が生まれています。これらの成果を校区全体の「ささえあい推進会議」で共

有し、次年度の更なる展開につなげていければと願っています。 
西南小地区福祉会 会長 

    荒木 啓雄 さん 
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■Point■ 
知人が「あれ？」という異変を見逃さず、コーディネーターに相談したことで、さまざまな支援を受け

ながら再び安心した生活が送れるようになった事例です。異変の早期発見、そして介護サービスだけでな

く、地域住民の支えがあってこそ、孤立せずに心豊かな暮らしができることを実感します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ８.まかせてねット  …  福祉サービスの利用や日常の各種支払い等自分で手続きを行うのが難しい方を、契約に 

基づき金銭管理等の支援をするサービス 

Ａさん 

80 代 銀行ＡＴＭの操作ができなくなったことで出金できず、生活費

に困ったＡさん。繰り返しお金を貸していた知人が、Ａさんの異変

をコーディネーターに相談。すぐに高齢者くらしサポートと共に、

状況を確認しました。 

   独居高齢者の暮らしを支える 

   ～地域住民と福祉専門職の連携～ 

 

高齢者くらしサポートは医療や介護サービスを利用できるよう

手続きし、Ａさんは往診やヘルパーの利用を受けることができる

ようになりました。 

受診により健康を取り戻したＡさんは、その後、まかせてねット

( ８)の契約も行い、日々の生活が安定しました。 

一方、出歩くことが好きなＡさんは時に自宅に帰れなくなるこ

とも。コーディネータ―はＡさんをカフェに誘い、Ａさんの顔見知

りを増やすため、地区福祉会ボランティアに働きかけました。お互

いの認識ができたことで、地区福祉会によるゆるやかな見守りも

始まりました。 

Ａさんの今後の生活について、福祉専門職と地区福祉会、民生

委員･児童委員が一緒に検討し（地域ケア会議）、下記の支援をし

ていくことに。地区福祉会は、これまで敬老事業を通してＡさんの

存在は知っていましたが、会議を通してＡさんの背景にある事情

がわかり、地域で協力できることをさらに考えていきました。 

 

＜実際に行ったこと＞ 

●（福祉専門職、地区福祉会）汚れた居間の畳入れ替え作業 

●（地区福祉会）住民からの寄贈による洗濯機を運搬・設置 

●（地区福祉会、民生委員・児童委員）本人を知る地域住民が増

えてみんなで見守れるよう、カフェ等への参加の促し 

●（福祉専門職）成年後見制度申立ての手続き支援 

●（福祉専門職）見守りサービスの利用申請 

＜Ａさん＞ 

80 代・独居・女性 

婚姻歴はなく、兄弟とは疎遠 

地域福祉 

コーディネーター 

高齢者くらし 

サポート 

知人 

事例４ 

困りごとを抱えた人、世帯を支える～地域と福祉専門職の連携～ 

１．きっかけ「困りごとを抱えたＡさんを住民が発見」 

２．展開①「専門職の関わりでさまざまなサービス利用」 

３．展開②「住民とさまざまな専門職が協働し生活再建支援」 

知人 

ヘルパー 

ケアマネ 

ジャー まかせて 

ねット 

高齢者くらし 

サポート 

訪問診療  

地区福祉会 地域福祉 

コーディネーター 

コミュニティカフェ 

高齢者くらし 

サポート 

訪問診療  

地区福祉会 地域福祉 

コーディネーター 

ケアマネ 

ジャー 

ヘルパー 

まかせて 

ねット 

話し合いの場 

民生委員・ 

児童委員 
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コラム ： 住民の「気づき」による困りごとの発見 

 
コーディネーターが受けた個人の困り

ごとの相談は令和６年度、計 289 件。 

そのうち、地域団体や一般市民、ボラ

ンティアグループや自治会など地域住民

からの「気づき」によるものは 117 件で

した。中でも、民生委員・児童委員から

が 44 件で最も多く、次いで地区福祉会が

31 件。地域福祉活動を通して住民の見守

りを行う地区福祉会や住民の身近な相談

相手である民生委員・児童委員の役割が

発揮されているといえます。 

 また、「気づき」の中には、これまで

支援が必要な状態であるものの、支援が

届いていなかった方の「発見」につなが

るものもあり、住民同士のつながりの重

要性が感じられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地域団体の内訳：民生委員・児童委員 44件、地区福祉会 31件、 

一声訪問員４件、その他（コミュニティセンター管理運営委員会、

老人クラブ等）５件 

さまざまな支援を経て、Ａさんは計画的にお金を使えるように

なりました。今でも、医療・福祉サービスの支援に加え、地区福祉

会や民生委員・児童委員をはじめとする地域住民のゆるやかな見

守りの中、一人暮らしを継続しています。 

Ａさんのように心配な高齢者の見守りの必要性を強く感じた地

区福祉会。これまでも開催していた民生委員･児童委員エリアごと

の「見守り会議」にさらに力を入れ、地区福祉会、民生委員・児童

委員、高齢者くらしサポート、地域福祉コーディネーター等で話し

合うことで、福祉専門職との連携がより円滑になり、困りごとの

早期発見につながっています。 

４．その後 「地域住民の見守りの中、安心して一人暮らしができる」そして「仕組みづくり」へ 

高齢者くらし 

サポート 

訪問診療  

地区福祉会 
地域福祉 

コーディネーター 

ケアマネ 

ジャー 

ヘルパー 

後見人 

話し合いの場 

見守り 
サービス 

民生委員・ 

児童委員 

知人 
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■Point■ 

 介護が必要な状態になったことで、これまで育んできた地域のつながりが切れてしまうことがありま
すが、諦めずにつながりが継続できるよう工夫を凝らした事例です。身近なエリア内での解決が難しい

場合は、校区のささえあい推進会議で話題にあげて検討することもできます。 

 

①Zoom の活用 

②コーヒーを出前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コミュニティカフェによく参加していたＢさん。体調を崩して参

加できなくなっていましたが、支援する福祉専門職に「カフェに

行きたい…」とつぶやきました。その声を専門職がコーディネー

ターに伝え、地区福祉会ボランティア（カフェスタッフ）、専門職、

コーディネーターで 「自宅にいたまま、カフェに参加できる方

法」を考えてみることにしました。 

    支援が必要でもつながり続けたい 

   ～福祉専門職が声をキャッチ～ 

 

話し合いの結果、二つの方法に挑戦。 

①Web 会議システム「Zoom」を活用し、自宅とカフェをつ

ないで本人に参加してもらう 

② カフェで作ったコーヒーを自宅まで出前する 

Ｂさんは「すごく良かった。でも、またカフェに行ってみんなに

直接会いたい」と言い、再び自分の力でカフェに行くことを目

標に、リハビリに励まれています。 

 

今回の取り組みに関わったメンバーでの振り返りで、「カフェやサロンに来ることができない＝つながりが切

れる」ではなく、「つながりを切らさない方法を考えていくことが大事」だと、共通認識を持ちました。 

 

 

 

その年度の校区別ささえあい推進会議で、Ｂさんのエピソードが話題になりました。「オンライン参加は素晴ら

しいが機材準備にハードルがある」「直接会って話したいという思いは捨てきれない」との意見があり、別の場所

でカフェの出張開催ができないか考えてみることにしました。結果、ボランティアの人数が限られる中で出張開

催までは難しく、引き続き可能性を探っていくことになりました。 

 

 

 

＜Ｂさん＞ 

80 代・独居・男性 

地域活動に積極的に参加 

兄弟とは疎遠。 

① Zoom を使ってオンラインでつなぐ                   ② コーヒーを出前 

事例５ 

１．きっかけ「専門職が本人の思いをキャッチ」 

ちいきささえあいステーション併設カフェの開

２．展開「参加の方法はある。やってみよう!」 

３．その後 「ささえあい推進会議で共有することで、より広いメンバーで検討」 

B さん 

80 代 

支援者 

地域福祉 

コーディネーター 

地区福祉会 

話し合いの場 

地区福祉会 

コミュニティカフェ 
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  コラム ： ステーション併設コミュニティカフェの誕生 

 

 

ささえあいステーションの機能を発揮させる仕掛けとして、コミュニティカフェの併設が主流と

なっていますが、このスタイルの確立は、コロナ禍での地区福祉会役員の「気づき」からでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区福祉会役員の「住民が気軽に立ち寄り、コーヒーを飲みながら 

交流できる場を作れたらいい」との声から、令和２年にステーション 

併設カフェ 『ささえカフェ』 がオープン！ 

当初はコロナ禍にもかかわらず 15 名前後の参加があり、感染対策 

をとりながら、交流できる場となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 『ささえカフェ』 をきっかけに、他校区でもステ－ショ 

ン併設カフェが徐々に拡大し、令和７年 10 月現在、さ 

さえあいステーション全 24 か所中、併設カフェの設 

置は 18 か所にまで広がりました。 

 

 

 

 

 

 

 

コロナ禍は、高齢者に限らず外出が難しい時期でした。コーディネ

ーターと相談し、「コーヒーが飲めて安心して話ができる場が必要」

とボランティアを募りました。集まったボランティア 4 名のおかげ

で『ささえカフェ』ができ、早４年が過ぎました。カフェで知らない人

達が友達になっています。体調が悪い時も互いに心配し合い、次回

のカフェの時には迎えに行ってあげたりと、助け合えるつながりが

できればいいなと思っています。 

第１号ステーション併設コミュニティカフェ 

～萱野北小地区福祉会役員の声から～ 

萱野北小地区福祉会 役員 

岡本 愛子 さん 

１．はじまり「住民の 気づき』から新たな居場所づくりへ」 

２．展開 「コミュニティカフェの拡大」 
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■Point■ 

 ひきこもりの方の中には、他者との人間関係の構築が苦手な方もいます。そこでコーディネーターがい

るステーション併設カフェへ行くことが、社会参加の第一歩になることも。地域住民の温かな迎え入れが

本人の自信につながり、住民側も地域にはさまざまな課題を抱えた人がいることを知ることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ひきこもり家族の集い」にＣさんの母親が参加したこと

で母親と生活相談窓口がつながりました。その後、家から近

い「ささえあいステーション」でＣさん、母親、生活相談窓

口職員で面談。それからもステーションで定期的な面談を重

ねていきました。 

 

次第にＣさんは、面談以外の日もステーションに来訪する

ように。ステーション併設カフェを運営している地区福祉会

のボランティアやカフェの参加者とも交流し、カフェで使う

折り紙制作などもボランティアと一緒に行うようになりまし

た。 

 

 

他者との関わりに自信がついてきたＣさん。生活相談窓口

職員から仕事に就くための訓練を提案したところ「やってみ

ます」との返答がありました。週１回のペースで事務作業を

中心とした就労訓練に参加し、昼夜逆転の生活で苦手だった

午前中の活動も徐々にできるように。 

その後、よりそい隊登録事業所による職場体験にも参加

し、就労に向けて前に進んでいます。 

若い方が平日の昼間でも周囲になじんでいるのはコミュニティカフェな

らでは。一方、終わったらサッと席を立つ方もいて、彼らにとってここに来

ることはまだ「修行」なのだと感じています。 

浮き沈みは世の常。きっとこの先何度でも「行きつ戻りつ」を繰り返す彼

らには「次」を焦らず、ふと心が動く、その時を大切にしてほしい。そんな彼

らに私たちができるのは、同じ場所と時間に変わらず「居る」ことだと思っ

ています。 

ささえあいステーション 

生活相談 

窓口 
地域福祉 

コーディネーター 

地区福祉会 

民生委員・児童委員 

地域住民 

ささえあいステーション 

生活相談 

窓口 

C さん 

20 代 

生活相談 

窓口 
地域福祉 

コーディネーター 

就労訓練 

これから社会に出るために 

～人との関係性構築に向けた支援～ 

 

＜Ｃさん＞  

20 代・女性 

自宅にこもり、 

昼夜逆転の生活 

 

事例６ 

南小地区福祉会 副会長 

   井上 圭子 さん 

１．きっかけ 「家族から相談窓口につながる」 

ちいきささえあいステーション併設カフェの開設

２．展開① 「ステーションで人間関係が広がる」 

３．展開②「地域の事業所の協力で職場体験が実現」 

母親 

地区福祉会 

民生委員・児童委員 

地域住民 
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■Point■ 

 市社協事業を機につながったＤさん世帯。福祉専門職の支援だけでなく、コーディネーターがＤさん

自身の思いを確認した上で地域とつなぐことで、Ｄさん世帯を包む地域での見守り体制が整い、さらに同

様の世帯がいるかも知れないと感じたことから、新たな活動が生まれた事例です。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コーディネーターは、民生委員・児童委員だけでなく、地区福祉会

でも世帯の見守りができないかと考え、Ｄさん自身にその旨伝えた

ところ、涙ながらに「お願いします」と言われました。そこで、地区福

祉会、主任児童委員、民生委員・児童委員、コーディネーターで見守

り会議を開催。結果、子ども食堂で活用する食料品の一部を、Ｄさん

宅に届けることで、見守りをすることに。また、Ｄさん世帯のような

悩みを抱えた世帯とつながるきっかけになればと、地区福祉会でも

その後、独自でフードパントリー(食料品配付)を開催することにしま

した。 

 

 

 

市社協ボランティアセンターが実施した「フードパントリー（ひと

り親家庭を対象とした食料品配付）」に、予約するも当日来なかっ

たＤさん。職員が連絡すると、「身体の調子が悪くて起きられない」

との返信があり、生活相談窓口につなぎました。 

生活相談窓口職員はＤさん宅を訪問し、体調や経済的な不安 

等を聞き取り、福祉サービスの調整を行いました。 

 

 

Ｄさんの居住する地域では、地区福祉会が「子ども食堂」を実施し

ており、生活相談窓口を通じてＤさんに案内。すると小学生と中学

生の兄弟が子ども食堂に参加するようになり、コーディネーターは、

子ども食堂を通じて兄弟の見守りを行いました。 

 

歳末たすけあい募金の助成金申請受付のため、民生委員・児童委

員とコーディネーターがＤさん宅を訪問。世帯の状況を知った民生

委員・児童委員から、「心配だから今後も時々Ｄさん宅を訪問した

い」と申し出があり、月１回、民生委員・児童委員とコーディネーター

で訪問することにしました。 

 

生活相談 

窓口 

地域福祉 
コーディネーター 

民生委員・ 

児童委員 地区福祉会 

子ども食堂 

市社協 
フードパントリー 

D さん世帯 

生活相談 
窓口 

難病でひとり親のＤさん世帯を地域で支える 

～ひとりの困りごとからの地域づくり～ 

 

＜Ｄさん＞ 

小学生と中学生の子を持つ 

ひとり親世帯の母親 

40 代で難病に罹患 

 

近所に暮らす一人の人として、「見守りを

続けたい、何とか援助が出来たら」との思

いで今日まで続けてきました。民生委員・

児童委員退任後も、自分が元気な限り、見

守り続けたいと思っています。 

事例７ 

元民生委員･児童委員 

１．きっかけ「社協事業を通じてつながり、支援開始」 

ちいきささえあいステーション併設カフェの開設に

３．展開② 「民生委員･児童委員とつながる」 

４．展開③  「地域での見守りの輪を広げる 見守り会議』を経て新たな活動へ」 

２．展開① 「子ども食堂で兄弟の見守り」 

地域福祉 
コーディネーター 

民生委員・ 

児童委員 

地区福祉会 

主任児童委員 

見守り会議 

地区福祉会 
フードパントリー 

実施 

 
同じように悩む方が

いるかも… 
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コラム ： 地域福祉コーディネーターと生活相談窓口職員の連携による  

「コミュニティソーシャルワーク」 

       
コーディネーターと生活相談窓口職員は、どちらも市社協が受託して運営していることを強み

に、社会的孤立（ ９）状態にある相談者の支援において、担当する小学校区の職員ペア制を令

和６年度に導入し、連携した支援を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これは、「困りごとの発見・受け止め」から福祉サービスや地域活動への「つなぎ」、そして

「新たな活動創出」までを途切れることなく展開するという「コミュニティソーシャルワーク」 

を行うことで、制度・サービスだけでは解決しない課題へ取り組んでいくものです。 

 

 

このペア制を通して、ひきこもり

の方への支援が飛躍的に進みまし

た。令和６年度はペアで 57 名の方を

支援し、うち 23 名がささえあいステ

ーションの併設カフェや地区福祉会

サロンなどの居場所、職場体験（ 

10）など、自宅から一歩踏み出す活

動に参加しました。左記のグラフは

実際にどのような場に参加したのか

を示す割合です（重複あり）。 

 

 

令和７年度からは、新たに高齢者くらしサポートとの情報共有会議を定期的に開催し、高齢分

野における連携も強化しています。 

 

 

 

 ９.社会的孤立 … 所属する場を持っていない、近隣に付き合いがない状態。 

 

 10.職場体験 … 市内の事業所の協力を得て、「就労経験のない方」や「人とのコミュニケーションが不安な

方」が就労に向けた次の一歩を踏み出すための機会を提供（生活相談窓口が支援している

方が対象）。 
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「ご近所のつながり・支え合い活動推進事業」の評価と、 

               地域福祉政策としての展開可能性 

 

 
神戸学院大学 総合リハビリテーション学部 

                         准教授   川本 健太郎  

 

 

本事業は、住民の日常生活の実態に即して、今日的な地域福祉の課題に正面から向き合った実

践である。近年、地域で顕在化している福祉課題は、8050問題、ひきこもり、ヤングケアラ

ー、生活困窮、孤立・孤独、外国人住民の生活課題など、従来の制度区分や対象属性では整理し

きれない形で複合化・重層化している。その結果、制度やサービスが存在していても、支援の

「入口」にすら到達しない人々が地域の中で不可視化され、困難が深刻化していく構造が生じて

いる。本事業は、そうした構造的課題に対し、「支援に至る前段階」に焦点を当て、住民の気づ

きを起点に地域・専門職・行政をつなぐ仕組みを丁寧に積み重ねてきた点に大きな意義がある。 

 

 本事業の第一の評価点は、地域福祉を「制度をどう届けるか」という視点から、「関係性をど

う育て、支えに変えていくか」という視点へと転換させている点にある。ささえあいステーショ

ンおよび併設カフェは、単なる相談窓口や交流の場ではなく、住民同士が自然に出会い、会話を

重ねる中で、生活上の違和感や不安が言葉になる「関係性のインフラ」として機能している。相

談を前面に掲げるほど敷居が高くなるという地域福祉の実践的知見を踏まえ、人が集まる仕掛け

を意図的につくり、その中に専門職が関与する構造は、予防的支援の観点からも極めて重要であ

る。日常的な雑談や立ち話の中で表出する小さなサインが、専門的な視点によって整理され、適

切な支援や地域の検討につながっていく。この「気づきから支援へ」の回路を地域の中に常設し

たことは、本事業の中核的成果である。 

 

 第二に、本事業は「個別支援」と「地域支援」を対立的に捉えるのではなく、両者を往還させ

ながら統合的に展開してきた点に特徴がある。地域福祉コーディネーターは、地域訪問を通じて

自治会、地区福祉会、民生委員・児童委員、事業所、学校等との関係性を構築しつつ、住民の気

づきや相談を受け止め、必要に応じて生活相談窓口や高齢者くらしサポートなどの専門職につな

いでいる。さらに、支援が開始された後も、本人が地域のつながりから切り離されないよう、居

場所や役割との接続を調整している。この実践は、問題解決に主眼を置く従来型支援に比べ、

「暮らしの継続」や「地域での存在の回復」を重視するコミュニティソーシャルワークの実装と

評価できる。 

 

  

4． 考察 
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特に重要なのは、支援が必要な状態になった後も、地域との関係性が断ち切られない構造を意

図的につくっている点である。福祉サービスの導入によって、これまで築いてきた地域のつなが

りが途切れてしまう事例は少なくないが、本事業では、専門職と地域支援が連携することで、支

援とつながりが併存する形を模索してきた。これは、「支援を受ける側」「支える側」という固

定的な役割分担を相対化し、誰もが地域の一員として存在し続けることを可能にする実践であ

り、地域共生社会の理念を具体的に体現している。 

 

 一方で、事業検証を通じて明らかになったように、今後の事業発展に向けては、明確な評価軸

を持ち、定期的に振り返る仕組みを制度的に位置づけていくことが不可欠である。地域福祉の成

果は、相談件数や参加者数といった量的指標のみでは十分に把握できない。住民の気づきがどの

段階でキャッチされ、どのような経路で支援や地域の検討につながり、その後、本人と地域との

関係性がどのように維持・変化しているのかといったプロセスの質を丁寧に捉える必要がある。

評価とは成果を誇示するためのものではなく、現場で生じている負担や行き詰まり、限界を可視

化し、次の改善につなげるための学習的営みである。評価軸を共有した定期的な振り返りは、事

業を持続可能なものとするための基盤であると同時に、関係者間の共通理解を深める役割も果た

す。 

 さらに、本事業を地域福祉政策として発展させていくためには、行政の関与の質が極めて重要

である。本事業を通じて集約される地域の声の中には、校区や住民の努力だけでは解決が困難な

課題が少なからず含まれている。これらは、小地域福祉活動の限界を示すと同時に、新たな施策

や制度設計の出発点でもある。行政には、こうした現場の実践や声を単なる要望として処理する

のではなく、創造的に読み取り、施策化や予算への反映を含めて応答していく姿勢が求められ

る。前例踏襲にとどまらず、小規模な試行と検証を重ねながら制度を育てていくことは、これか

らの地域福祉行政に不可欠である。 

 

 また、行政が本事業に関わる意義は、単に財政的支援を行うことにとどまらない。地域で生ま

れている実践を政策形成の素材として捉え、社会福祉協議会や地域と対話を重ねながら、制度と

実践の間を往復する役割を担うことが求められる。本事業は、そのための「実験場」としての性

格を有しており、行政がよりクリエイティブに関与することで、地域福祉施策全体の質を高める

可能性を持っている。 

 

 本事業は、完成形を目指すものではなく、地域の変化に応じて更新され続けるプロセスそのも

のに価値がある。人口構成や担い手の状況、生活課題は今後も変化し続ける。その中で、社会福

祉協議会、行政、地域住民が共通の評価軸を持ち、定期的な振り返りと対話を重ねながら試行錯

誤を続けていくことが、地域の対応力を高め、誰も取りこぼさない支援体制を強靭化していく。

本事業は、箕面市における地域共生社会を実質化する中核的な取り組みとして、今後も発展的に

位置づけられるべきである。 
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おわりに 
 

 

本事業は、「地域共生社会の実現」を目的として平成 30年 10 月に事業開始し、約７年間にわ

たってさまざまな取り組みを積み重ねてきました。 

この間、本事業による 

 ̧ 「相談の包括化」（ささえあいステーションが受け止めた世代や属性を問わない総合相談

を、適切な支援機関や地域検討につなぐ取り組み） 

 ̧ 「地域づくりの一体化」（住民が分野横断的に交流できる場の整備） 

 ̧ 「地域力の強化」（地域住民による地域課題解決策の検討） 

などの取り組みにより、住民主体の活動が市内全域で活性化し、多様な主体を巻き込みながら地

域課題を解決できるまちづくりが進められています。 

また、令和４年３月策定の箕面市地域福祉計画では、ささえあいステーション職員の役割とし

て、「総合相談・支援体制」における「専門職による総合相談支援の仕組み」と「地域住民・団

体の支え合う関係づくり」の両方をつなぐ連絡・調整役の役割を位置づけています。ささえあい

ステーション職員が果たしてきた役割により、地域においてさまざまな形で住民同士がつなが

り、参加できる環境が整備されるとともに、自らＳＯＳを出せず潜在的な課題を抱える「顔の見

える関係にない人」を把握する手立てが増えるなど、専門職と地域住民等が連携した「総合相

談・支援体制」の仕組みの充実が進められてきました。 

 

今回の事業検証では、本事業を通じた各地域でのさまざまな成果の一方で、市全体に関わるさ

まざまな課題が浮かび上がってきました。これら、社会福祉協議会が集約する現場の声や課題に

ついて、市としても新たな施策化、事業化も含め対応を考えていかなければならないと認識して

おり、今後、中長期の将来を見据えた制度の構築や運用について検討を進め、必要な取り組みを

進めていきます。 

地域共生社会の実現のためには、社会福祉協議会、市がより一層協働していく必要があり、さ

らには、地区福祉会、民生委員・児童委員、その他の関係機関が益々、密に連携し、試行錯誤し

ながら多様な取り組みを展開していくことが重要です。これからも、箕面市の地域共生社会づく

りの推進に、皆様のお力をお貸しいただきますよう、何とぞよろしくお願い申し上げます。 

 

 

令和８年４月 

 

 

                                  箕面市 福祉部 
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より一層の事業推進を図るため、平成 30年 10月の事業開始から７年目を迎えた令和７年度、

事業委託元の市、運営する市社協、本事業と関わりの深い地区福祉会や民生委員・児童委員と共

に事業検証を実施した。 

  

【事業検証スケジュール】 

会議等 日程 場所 内容 参加者 

第 1回 

事業検証会 

令和 7年 

7 月 11 日 社会福祉協議会 

会議室 

・事業が生まれた背景 

・事業概要・変遷の共有 

・事例を通しての検証 

検証メンバー 

11 名 

第 2回 

事業検証会 
 8 月 22 日 事例を通しての検証 

検証メンバー 

11 名 

全体事業検証会 11 月 7 日 
箕面市立病院 

いろはホール 

これまでの事業検証の総括 

＜アドバイザー＞ 

神戸学院大学 川本健太郎准教授 

地区福祉会、民生

委員･児童委員を

中心に 86 名 

第 3回 

事業検証会 
12 月 12 日 

社会福祉協議会 

会議室 

・全体事業検証会の振り返り 

・事業説明冊子（案）について 

・事業名、職員の呼称について 

検証メンバー 

10 名 

※上記のほか、地区福祉会会長会や、市社協と民生委員児童委員協議会三役との意見交換会でも議論を行った。 

 

【事業検証メンバー】                        （※敬称略） 

 所  属 役 職 氏  名 

１ 
豊川南小地区福祉会 

副会長 宮下 育己 

２ 幹事 冨谷 謙一 

３ 萱野東小地区福祉会 会長 山内 照和 

４ 萱野北小地区福祉会 会計 岡本 愛子 

５ 中小地区福祉会 会長 髙山 重夫 

６ 南小地区福祉会 副会長 井上 圭子 

７ 西南小地区福祉会 会長 荒木 啓雄 

８ 
民生委員児童委員協議会 

会長 太田 克己 

９ 副会長 岩﨑 昭司 

10 
市社協理事 

井上 芳明 

11 水永 妙子 

※市社協副会長 萱野喜一郎氏は、第２回、第３回事業検証会にオブザーバーとして出席 

 

事業検証では、主に「ささえあいステーション」「ささえあい推進会議」「職員の動き」の３点

に着目し、これまでの経過や実際の事例をもとに議論した。 

結果を、「第２回事業検証会までの意見」と「全体検証会での総括」に分けて下記に掲載する。 

事業検証の結果（令和７年度実施） 

資  料 
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（１） 第 2 回事業検証会までの意見 

① ささえあいステーションの機能                             

校区内の「身近な相談所」として開設したステーション。当初の相談者が誰も来ない状況から、

地区福祉会等がステーション併設カフェをオープンすることで人が集まる場となった。一方、「ステ

ーションは、相談所なのか居場所なのか」といった声も。そこで、これまでの変遷や事例を追いな

がら、どのような機能や効果をもたらしてきているのか検証した。 

 

＜検証会での意見＞ 

●「相談」を前面に出すと敷居が高い 

・カフェで関係性をつくっていくことで、水面下の困りごとが表面化してくるのではないか。 

●住民同士が気軽に集える交流の場となっている 

・放課後の子どもの居場所にもなっており、さまざまな世代の交流が生まれている。中には、認

知機能の低下がみられる高齢者や学校に行けていない子どもも参加している。（地区福祉会） 

・福祉会、民生委員･児童委員がステーションで定期的に集まるようになり、関係が深まった。 

●地域住民の身近な相談相手である民生委員･児童委員活動との連携について 

  ・毎週ステーションがあり、そこに職員がいるから情報を伝えやすい。（民生委員･児童委員） 

       ・「困ってそう」と思った人をステーションにつないでいる。職員に伝え、状況を一緒に確認して

いくことで「困りごと（相談）」が表面化する。（民生委員･児童委員） 

       ●社会的孤立状態にある人の「一歩踏み出す場」にもなっている 

・相談者の社会参加の場としてステーション併設カフェを紹介している。職員が必ずいること

で、相談者の参加に対するハードルが下がっていると思う。（生活相談窓口職員） 

・生活相談窓口が支援している 30～50 代の男性がカフェに来ることで、これまでの地区福祉会活

動の中では関わりのなかった世代と接する機会になっている。（地区福祉会） 

 

 上記の意見から、第２回事業検証会ではステーションの機能を次のように導き出した。 

 

ささえあいステーションは、地域住民の交流の中から、ステーション職員が住民の困りご 

と（相談）をキャッチする場 

 

 同時に、今後に向けて、次の３つの課題が浮かび上がった。これらの環境を整えていくこと

が事業の発展には不可欠である。 

 

≪ 今後に向けての課題 ≫ 

●課題①：人が集まる仕掛け（ステーションの周知も含む） 

併設カフェのないステーションは、住民との接点がない。住民（子ども～高齢者、障害者、

外国人…）が交流できる場を、校区の状況に合わせて検討していく必要がある。 

  ●課題②：校区より小さなエリアごとのステーションの開設 

「カフェに常連の参加者がいる」一方、「参加者が固定化している」という面も。「ステーショ

ンはできるだけ小地域ごとに開設する方が望ましい（民生委員･児童委員）」、「高齢者が徒歩で

行ける範囲にあるといい（民生委員･児童委員）」といった意見があった。 

 

② ささえあい推進会議                                 

回を重ねるごとに参加人数、参加者層に確実な広がりを見せている「ささえあい推進会議」。

令和６年度からは、「校区では広すぎる」という声から、身近なエリアでの「小地域ささえあい

会議」も開催。地区福祉会会長会では、「ささえあい推進会議は、地区福祉会と連携して実施す

ることを考えてほしい」との意見もあり、会議の開催のあり方について検証した。 
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＜検証会での意見＞ 

校区別ささえあい推進会議について 

         ・「地域」と関わりがなかった団体が、地区福祉会や民生委員･児童委員とつながった。（裾野の広がり） 

  ・障害当事者や事業所など、これまで知らなかった人や団体と知り合えた。（視点の広がり）  

   ・福祉専門職の話を聞き感銘を受けた。福祉施設が身近になった。（気づき） 

小地域ささえあい会議について 

          ・個々の自治会では解決しない困りごとが、小地域ささえあい会議を通して知り合った団体同士で新

たな取り組みにつながった。 （例：自治会合同の落ち葉清掃、複数自治会での防災訓練） 

   ・会議後、自治会長宅に地区福祉会サロンの案内をしたら、自治会長が顔を出してくれた。 

 

   ささえあい推進会議は、地域での新たなつながり、そこからの学びや気づきが得られる場として

機能していることが見えてきた。一方で、下記のような課題の声もあがった。 

 

≪ 今後に向けての課題 ≫ 

校区別ささえあい推進会議について 

●課題①：地域課題があがっても、具体化に至りにくいものが多い 

「テーマが大きく抽象的だと、地区福祉会活動に直結しない」、「何でも地区福祉会に言われても困

る」、「毎年会議を開催しているが、課題は１年では解決できない」といった声があった。 

 

小地域ささえあい会議について 

    ●課題②：自治会には、会議に不参加だったとしても、継続した働きかけが必要 

社協や地区福祉会と自治会のつながりは、まだまだ希薄な現状。継続した働きかけを進めていくた

めにも、小地域ささえあい会議を地区福祉会の事業計画に位置づけた方がいいという声もあった。 

 

③ ささえあいステーション職員の役割                                                     

職員には、地域住民との関係づくりから相談支援という幅広い役割があるが、「日頃何をして

いるのかわからない」といった声もあり、職員の動きの全体像を整理して示す必要性があった。 

 

＜検証会での意見＞ 

・困りごとを抱えている住民を把握した後、「ほっとけない」と感じて職員に相談した。職員と一

緒だから継続して家庭訪問（見守り活動）ができた。 

 ・職員は一番の「地域の情報源」だと思っている。 

 ・ステーションで待つだけでなく、訪問型で困りごとを聞くことも必要ではないか。 

・職員は個人を支える地域のつながり・見守りの輪を広げることが役割。 

 ・ステーションがハブとなりさまざまな団体と課題を共有し連携することができたらいい。 

 ・さまざまな団体に対して、職員が地区福祉会と同じように関わることは時間・労力的に不可能。

地域活動がまとまる仕組み（例：中小まちづくりプロジェクト）があれば、連携が図りやすい。 

 

(2)全体検証会での総括 

事業検証会によって導き出したここまでの整理を、神戸学院大学 川本准教授がアドバイザーに加

わった全体検証会の中でさらに深め、本事業の総括を行った。 

 

＜本事業の総括＞ 

本事業は、「『困っている人』や『困りごと』を取りこぼさずに支える仕組みづくりの出発点」。 

住民が主体であり、住民からの声を専門職も行政も一体となって考え、行動していくのが本事業。 
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    ➡  ◎ ささえあいステーションはその「拠点」  

◎ ささえあい推進会議はそのための「話し合いの場」 

◎ ささえあいステーション職員はその「推進役」 

 

 上記の前提に立ち、「ささえあいステーション」、「ささえあい推進会議」、「ささえあいステー

ション職員」、それぞれを総括した。 

 

① ささえあいステーション                                

 

ささえあいステーションは、「福祉専門職につながる、現代版井戸端会議」 

 

昔は井戸に人が集まることで、自然に助け合いがあった。住民の困りごと全てに専門職が対応

していくことは不可能なため、昔のような近所での助け合いを創出するには、意図的に人と人と

が会話する場を作ることが必要。ステーションの価値は、そこに職員がいることで、住民同士で

は介入しにくい困りごとを「専門職に伝える」ことができる場として機能することである。 

 

（現状）    ・校区によって、開設箇所数は１か所～４か所までさまざま 

・併設カフェのないステーションは、住民との接点がほとんどない状況 

 

（今後の展開） ・ステーションは、高齢者が歩いて行ける範囲での開設が望ましい 

→ 校区よりも、身近な小エリアでの開設へ 

・カフェ等の人が集まる仕掛けが必須 

 

② ささえあい推進会議                                 

ささえあい推進会議はこれまで、「つながりづくり」や「地域の課題を共有する場」として、

小地域、校区別とそれぞれ開催し、あがった課題はテーマ別会議を開催することで、解決に向け

た継続的な話し合いをしてきた。今後はその機能に加え、「日常の困りごと」の声が集まる小地

域ささえあい会議を出発点と捉え、住民同士の支え合いで解決できない課題は、校区別ささえあ

い会議に持ち寄り検討していく。さらに、地域レベルでの解決が難しく普遍的な影響があり、市

全体での対応が必要な課題について検討する流れを作っていくことを確認した。  

 

（現在の機能に加え、今後の展開は…） 

 

 

 

 

 

③ ささえあいステーション職員                              

ささえあいステーション職員は、事業の推進役として、住民の困りごとをキャッチし、地区

福祉会や民生委員・児童委員と協働しながら、地域での見守りや支え合い活動の輪を広げた

り、必要なサービスにつなぐコーディネートを行っていく。 

 

  事業推進に向けての今後の大きな課題としては、「校区で解決困難な課題については、

『All for 箕面』で行政、専門職も入り、施策化も含めて検討するという流れを確立し

ていくこと」と確認した。 

 

小地域 
「小さい単位（エリア）」の困りごとに対して、

隣近所の関係の中で解決できる方法を検討

する。 

校区別 
小地域では解決できない地域課題について、

解決方法を検討する。 
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■ささえあいステーションの変遷 

年度 内容 

令和元年度 各校区平日 1日と土曜日の週２日開所でスタート（開所時間:10～16時） 

令和 2年度 ステーション併設カフェの誕生（萱野北小校区） 

令和 4年度 －全市展開― 

・各校区、平日の半日開所へ 

・校区内 2か所、週替りでのステーション開設開始（止々呂美小校区） 

  →その後、令和 5年度には東小校区も 2か所開設、令和 6年度には 7校区で

2か所開設 

令和 6年度 スーパー店頭でのステーション開設（南小校区・萱野小校区） 

 

 

＜ステーション併設カフェの効果＞ 

 ステーション併設カフェ誕生後、市内に広がるにつれ、ステーションに人が集まるようになった。 

 

                             ＜併設カフェの数＞ 

                               令和２年度 １か所 

                                ➡ 令和６年度 15 か所 

 

                               ＜立ち寄り者数＞ 

                                 令和２年度 508 人 

                                  ➡ 令和６年度 6,503 人 

 

 

 

 

  

 

人が集まることで、ステーションで職員が受ける相談件数も大きく増えた。 

 

 

                              令和２年度 34件 

➡ 令和６年度 133件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本事業のこれまでの変遷と実績 
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■ささえあい推進会議の変遷 

年度 内容 

令和元年度 小学校区単位で「校区別ささえあい推進会議」開催（年 1～2回） 

令和 3年度 萱野東小校区で「小地域ささえあい会議」開催（地区福祉会主催） 

令和 4年度 －全市展開― 

東小校区では、地区福祉会の幹事会の場でささえあい推進会議を実施 

令和 6年度 「小地域ささえあい会議」を本事業に位置づけ、地域の実情に合わせて順次開催 

 

 

＜校区別ささえあい推進会議＞ 

 参加者数は年々増加。地区福祉会、民生委員・児童委員の参加が多いが、参加者の属性も広がって

いる。話し合いのテーマにおいても、以前は「高齢者」「子ども」「防災」が主だったが、令和６年度

は「障害」や「外国人」をテーマとする校区もあり、話し合いの幅も広がった。 

 

【校区別ささえあい推進会議参加者数の変化（所属団体別）】 

 
 

＜小地域ささえあい推進会議＞   令和６年度 … ７校区 17エリアで開催 

職員が自治会長を地域訪問する中で、「他の自治会はどのように活動しているのか」といった疑問

を聞くことから、萱野東小地区福祉会の実践を参考に、自治会と地域団体や福祉専門職とのつながり

づくりを目的に令和６年度に始めた。 

  

【令和６年度小地域ささえあい会議 参加団体数】 

 自治会 

マンション 
地区福祉会 民生委員･児童委員 福祉専門職 その他 

参加団体数 62 16 16 17 7 

 

校区別ささえあい推進会議よりも、自治会・マンション管理組合の参加率が高く「自分の住む身近

なエリアの状況がよくわかった」という声がある。 
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■職員の動きの変遷 

 年度 内容 

①
新
た
な
つ
な

が
り
づ
く
り 

令和元年度 
・ステーションの開設、地域訪問、ささえあい推進会議の開催 

・住民の困りごとへの相談対応 

令和 4年度 －全市展開― 

②
ひ
と
り
の 

困
り
ご
と
か
ら

の
地
域
づ
く
り 

令和 5年度 
社会的孤立状態にある相談者の支援において、生活相談窓口との連携ス

タート（それぞれの校区担当職員がペアとなって協働支援） 

令和 7年度 高齢者くらしサポート職員と圏域ごとの情報共有会議を定期的に開催 

 

「①新たなつながりづくり」と「②ひとりの困りごとからの地域づくり」 

 事業開始からの職員の動きとして、①新たなつながりづくりを中心に進めてきた時期（令和４年度

まで）と、②ひとりの困りごとからの地域づくり（令和５年度から）を方針として進めている時期に

大きく分けることができる。 

 

＜新たなつながりづくりのために＞ 

 まずは職員が地域を知り、地域と関係をつくることからという考えのもと、地域のさまざまな団体

や事業所等を職員が訪問している。 

地域訪問数 … 令和元年度～令和６年度まで のべ実施数 3,720か所  

 

＜地域訪問先＞・公共施設 ・地域団体 ・自治会 ・マンション管理組合 ・当事者団体 

・社会福祉法人、福祉事業所 ・保育園、幼稚園、学校 ・ＮＰＯ団体、ボランティアグループ 

・よりそい隊登録事業所 ・生活関連事業所（金融関係、不動産会社） ・寺社、教会  

 

地域訪問で出会った方に校区別ささえあい推進会議への参加を呼びかけたことで横のつなが

りができ、新たな地域活動が多く誕生。 

◆ コミュニティカフェ   ４か所 (R3)    → 33か所 (R6) 

◆ 子ども食堂          ３か所 (R3)    → 15か所 (R6) 

その他にも農園活動や認知症カフェなどのさまざまな居場所づくりが進んでいる。 

 

■これまでの事業全体の流れにおける年度ごとの実績推移 

年度 実施校区 相談件数 地域訪問数 

ささえあい

推進会議 

参加者数 

取り組み 

支援数 

モ

デ

ル

事

業

期 

令和元年度 6 小学校区 

（豊川南、萱野東、 

萱野北、萱野、北、中） 

507 367 252 23 

令和 2年度 319 624 194 16 

令和 3年度 
8 小学校区 

（上記 6小学校区 

＋豊川北、箕面） 

340 573 コロナで中止 14 

本

格

実

施

期 

令和 4年度 

全 14 小学校区 

537 1,035 413 36 

令和 5年度 593 595 469 64 

令和 6年度 438 526 505 74 
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